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(コード番号:    )－ －親 会 社 名 － 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )17年 3月 期 平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期      178,848    △3.6       4,576     6.3       5,113    10.1

16年 3月期      185,563    △0.8       4,303    26.8       4,642    42.5

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期        1,520   △42.3         11.62－      3.8     3.6     2.9

16年 3月期        2,633   551.7         20.12－      6.9     3.2     2.5

(注 )1.持分法投資損益 17年 3月 期           82百万円 16年 3月 期           45百万円
2.期中平均株式数(連結) 17年 3月 期    130,814,664株 16年 3月 期    130,828,352株
3.会計処理方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

     137,199       39,553     28.8        302.3717年 3月期

     143,225       40,334     28.2        308.3216年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 17年 3月 期    130,810,466株 16年 3月 期    130,816,647株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       2,699        3,348      △8,414        8,64917年 3月期

16年 3月期       14,312      △2,231      △11,566       10,802

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   26 －     2

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    8     1     1 －

2．      の連結業績予想 (           ～           )18年 3月期 平 成17年 4月 1日 平 成18年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       89,000        2,800        1,500

通 期      180,000        6,000        3,400

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          25円 99銭
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    １１１１    企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況     
 
 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 32 社及び関連会社３社で構成され、

繊維板、木質内装建材、住宅機器等の製造販売を主な内容として事業活動を展開している。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであ

る。 

 なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。 

 

住宅・建設資材関連事業 

 繊維板 … 東日本ダイケンプロダクツ㈱及び西日本ダイケンプロダクツ㈱が製造し、

当社が仕入販売するほか、北陸ダイケン㈱、東海ダイケン㈱及び山陰ダイ

ケン㈱においても販売している。また、㈱ダイタックでは繊維板を加工

し、畳として販売しており、西日本ダイケンプロダクツ㈱ではＶＳＦ(ダ

イ ラ イ ト ) を 、 DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. 及 び SAMLING FIBRE BOARD 

SDN.BHD.では、ＭＤＦを製造している。 

 

 木質内装建材 … 中部ダイケンプロダクツ㈱、三重ダイケン㈱、㈱ダイフィット、セトウチ

化工㈱及び㈱ダイウッドが製造し、当社が仕入販売している。また、北陸

ダイケン㈱、東海ダイケン㈱及び山陰ダイケン㈱においても販売してい

る。 

㈲井波加工及び㈲富山加工は作業工程の一部を下請している。 

 

 住宅機器 … 井波ダイケンプロダクツ㈱（北陸ダイケンプロダクツ㈱が社名変更）、富

山住機㈱、㈱サンキ、㈱トナミ加工及び大建工業（寧波）有限公司が製造

し、当社が仕入販売している。また、北陸ダイケン㈱、東海ダイケン㈱及

び山陰ダイケン㈱においても販売している。 

 

 その他 … 無機建材、その他は富山大建工業㈱及び㈲富山加工が製造し、当社が仕入

販売している。また、ダイランバー㈱、北陸ダイケン㈱、東海ダイケン㈱

及び山陰ダイケン㈱でも販売している。 

なお、ダイケン物流㈱は物流センターの建物賃貸を、㈱ダイケンアクトは

損害保険代理店業をそれぞれ営んでいる。 

また、ダイケンサービス㈱及び㈱スマイルアップは、当社製品を使用した

建物・構築物の修繕及び設備・建築工事を請負っている。 

 

 

住宅・建設工事関連事業 

 エンジニアリング … ビル・店舗の内装工事を当社及びダイケンエンジニアリング㈱、梅田建材

㈱、鉱工産業㈱が請負っている。 

 

 住宅事業 … ダイケンホーム㈱及び関連会社㈱とやま・ダイケンホームは、当社製品を

使用した住宅の販売を行っている。 
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事業系統図は次のとおりである。 
 

［繊維板・その他］ 
子会社 
◎東日本ダイケン 
プロダクツ㈱ 
◎西日本ダイケン 
プロダクツ㈱ 
◎㈱ダイタック 
◎DAIKEN SARAWAK 
SDN.BHD. 
◎SAMLING FIBRE 
BOARD SDN.BHD. 

 
住宅・建設資材関連事業 

 

［その他］ 
子会社 
㈱ダイケンアクト
◎ダイケン物流㈱
◎秋田ダイケン㈱
 
関連会社 
○㈱岡山臨港 
○エコテクノ㈱ 

［その他］ 
子会社 
ダイケンサービス
㈱ 
㈱スマイルアップ

［木質内装建材］ 
子会社 
◎中部ダイケン 
プロダクツ㈱ 
◎三重ダイケン㈱ 
◎㈱ダイウッド 
◎セトウチ化工㈱ 
◎㈱ダイフィット 

［その他］ 
子会社 
◎富山大建工業㈱ 
㈲富山加工 

［木質内装建材・
その他］

子会社 
㈲井波加工 

［エンジニア 
リング］ 

子会社 
◎ダイケン 
エンジニアリング㈱ 
◎梅田建材㈱ 
◎鉱工産業㈱ 

［住宅事業］ 
子会社 
◎ダイケンホーム
㈱ 
 
関連会社 
㈱とやま・ 
ダイケンホーム 

◎印 連結子会社 
○印 持分法適用の関連会社 
（注）事業活動を休止している会社の記載は省略している。

 
得   意   先 

［繊維板・木質内装建材・住宅機器・その他］ 
子会社 
◎北陸ダイケン㈱、◎東海ダイケン㈱、◎山陰ダイケン㈱、◎ダイランバー㈱ 

［住宅機器］ 
子会社 
◎井波ダイケン 
プロダクツ㈱ 
◎富山住機㈱ 
◎㈱サンキ 
◎㈱トナミ加工 
◎大建工業 
（寧波）有限公司 
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    ２２２２    経営方針経営方針経営方針経営方針    
 
１．経営の基本方針 

 当社グループは「人と空間・環境の調和をテーマに顧客本位の経営を行う」という経営理念のもと、「顧客への

最速適合」と「株主重視のキャッシュ・フロー経営」を軸に利益重視の経営を進めてまいります。そして、企業の

社会的責任を念頭に「攻めの経営」に徹し、当社グループの強みを活かしてさらなる成長、飛躍、創造を図り、高

収益企業への変革を進めてまいります。また、投下資本に対して各事業が適切なリターンをもたらすことにより企

業価値が高まるとの認識から、ＲＯＡ（総資本経常利益率）を重点指標と定め、事業別ＲＯＡ経営を進めてまいり

ます。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 当社グループは、株主に安定した配当をすることを基本としつつ、将来の発展のため内部留保の確保に努め、業

績の向上・安定に努める所存です。内部留保金は業容拡大のため企業体質の強化を図りながら研究開発投資、設備

投資等の資金需要に充当いたします。 

 

３．中長期的な経営戦略・経営目標 

 当社グループは平成 17 年度を初年度とする中期経営計画のもと、業容拡大の源泉となる新たなドメインを定め

て、利益重視の経営、攻めの経営を進め、ＲＯＡの向上を目指してまいります。 

（１）業容拡大に向けた新たなドメイン 

  当社グループの新たなドメインを、「快適で安全な空間づくり、特に社会が期待する環境保全、耐震性に応え

る当社グループ固有の基礎資材及び高機能商品を、エンドユーザーを念頭に新築はもとよりリモデル市場に提供

する。」に定め、業容拡大を進めてまいります。 

（２）独自の基礎資材と高品質・機能訴求製品による事業拡大 

  当社グループは「ダイライト」、「インシュレーションボード」、「ＭＤＦ」という独自の基礎資材事業をさ

らに強化して、健康と安全、耐震性、環境保全を軸に事業拡大を進めてまいります。「ダイライト」は木造住宅

における耐力面材構法市場でのシェアアップと、耐震リモデルへの展開で、さらなる市場創造・事業拡大を図り

ます。「インシュレーションボード」は、ニチハ株式会社との事業交換により得た商圏を確実に実績化すると共

に、新製品開発、新用途開発を進め事業拡大を図ってまいります。「ＭＤＦ」は新たな海外生産拠点（買収した

サムリンファイバーボード社）を加えた供給体制のもと、顧客拡大と用途拡大との両面で事業拡大を図ってまい

ります。また、これら基礎資材の素材技術力を活かして耐震性や調湿などの機能展開を拡充し、「高機能製品」

の拡大と競争力強化を図ってまいります。 

  内装材事業及び住機製品事業は市場ナンバーワンを目標に、高機能床材及び室内ドアを軸にして当社グループ

が得意とする高品質・高機能の製品を拡充すると共に、生活者視点からユニバーサルデザインの商品開発を強化

してまいります。 

  また、現有の中小工務店向け販売チャネルの再編や開拓並びに連携強化により収益源の維持拡大を図りますと

共に、大手量産工務店に対して当社グループが得意とする「高品質」・「高機能」を切り口に開発営業を展開

し、売上拡大を図ってまいります。 

  さらに新築住宅市場縮小の中、拡大余地の大きな住宅リモデル市場に対し、専門組織を強化すると共にアライ

アンスを活かし、製品面・販売面の両面から積極的に市場開拓、顧客開拓を進めて新たな収益源の確立を図って

まいります。 

（３）収益構造改革とコスト競争力の増強 

  当社グループは、海外戦略の視点から平成 14 年４月、中国（寧波）に立ち上げました木質内装建材の生産拠

点で、室内ドア、床材を中心にコスト競争力の増強を図ってまいります。併せて国内では、分社化した全生産工

場で最適な生産システム作りを進めてまいります。さらに調達本部を組織化し、海外調達など調達改革を積極的

に進めます。また、物流改革を進め、材料調達から生産システム、物流システムまでトータルコストダウンを推

進してまいります。 
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（４）アライアンスの推進と強化 

  東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社との提携強化を図りますと共に、更なるアライアンスにより事業強

化を図ってまいります。業界初のコラボレーションショールームの活用、共同ツールとしての空間提案メニュー

「リモデルスタイル」の活用、全国での共同販売企画の開催などにより顧客密着型の共同販売を進めてまいりま

す。 

（５）環境経営の推進 

  当社グループは 40 年余の永きにわたり資源の有効活用、省エネルギーをテーマに経営に当たってまいりまし

た。経営理念である「人と空間・環境の調和」のもとに策定いたしました全社環境活動の「ＤＡＩＫＥＮ ＥＣ

Ｏ－ＡＣＴＩＯＮ」を展開しております。この全社環境活動の一環として環境会計を含む環境報告書を発刊し、

また、人と地球にやさしい製品の提供や植林など環境活動にも力を入れております。さらに、環境保全の観点か

ら資材調達や基礎資材開発を推進してまいります。 

 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え及びその施策の実施状況 

 当社グループはコーポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要課題として、組織・諸制度の整備等経営機能の

強化を推進してまいります。監査役制度のもと、経営の意思決定の迅速化、効率化と健全化を進めるために、執行

役員制を導入しております。監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成しており、監査役は常務会などの重要な

会議に出席しております。社外監査役は当社の主要株主である伊藤忠商事株式会社及び伊藤忠建材株式会社からそ

れぞれ１名就任いただいております。なお、当社グループと両社は営業取引関係があります。 

 また、社長直轄の監査部を設け、内部統制システムの妥当性と有効性を監視しております。コンプライアンスと

リスク管理を推進するために、危機管理担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、さらに平成

17 年４月に専任のコンプライアンス室を設けました。当社グループの役員・社員の行動規範としての企業行動基

準、さらには実践活動としてのコンプライアンスプログラムを策定し、コンプライアンスの周知徹底を推進してお

ります。また、リスクの発見と対策の実施など予防策の構築にも注力しております。コンプライアンス委員会のも

と、さらなる徹底・強化を当社グループあげて取り組んでまいります。 
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    ３３３３    経営成績と財政状態経営成績と財政状態経営成績と財政状態経営成績と財政状態    
 

１．経営成績 

（１）当期の概況 

  当期におけるわが国経済は、緩やかなデフレ状況が継続しているものの景気は回復基調にあって、企業収益の

改善が進み、雇用環境の持ち直し、個人消費の回復が見られました。一方、原油価格の高騰や、環境対応による

輸入合板価格の高騰などのコストアップ要因が厳しさを増し、予断を許さない状況にあります。また、震災や水

害など自然災害が多発し、災害対策があらためてクローズアップされました。 

  平成 16 年度の新設住宅着工戸数は、分譲住宅や貸家の伸長によって、総戸数 119 万 3 千戸（前年同期比

101.7％）で、２年連続の増加となりましたが、持家は住宅ローン減税縮小前の駆け込み需要の反動もあり、減

少傾向に歯止めがかからず、低水準で推移する厳しい状況となりました。 

  この間当社グループは、企業体質強化の一環として、サイディング事業をニチハ株式会社のインシュレーショ

ンボード事業と事業交換を行い、得意分野のインシュレーションボード事業の販路拡大、シェアアップを行いま

した。また前期に引き続き企業体質強化を目的に井波工場、名古屋工場を分社しました。製品面では、ダイライ

トが完全に市場定着し、耐震性・防火性を兼ね備えた耐力面材として大きく伸長しました。また、重点事業の内

装建材では、床材の新塗装技術によるネオテクシリーズを発売し、中高級品を拡大しました。さらに、シックハ

ウス対応を進化させ、室内の結露やカビの発生を防ぐ調湿建材「さらりあ」を新発売しました。販売面では、提

携企業の東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社とのコラボレーションによる「リモデルスタイルフェア」を

全国 11 会場で開催し、リモデル店との連結強化を図りました。 

 

（住宅･建設資材関連事業） 

  住宅産業界にあっては、新設住宅着工数が低水準で推移する中、販売競争はますます激化し、価格・性能のみ

ならず、環境対応、健康、安全などの観点から製品が選択される傾向が一層強まりました。健康配慮面では、平

成 15 年７月の建築基準法改正によるシックハウス対応から、さらに進んだＶＯＣ対応など健康配慮の要請が高

まってまいりました。これに対応するため、当社グループが得意とする「ダイライト」、「ダイロートン」、

「インシュレーションボード」という多彩な素材技術を活かし、室内の湿度を快適にコントロールする調湿建材

「さらりあ」を発売し、内装建材の機能強化による競争力強化を図りました。 

  一方、既存住宅のリモデルニーズが高まり、特に本年度は震災の続発で耐震性の強化の要請が高まってまいり

ました。これに対応するため、これまで新築主体の耐力面材として好評を得た「ダイライト」をもとに、既存の

木材住宅の耐震性を向上させる耐震かべ「かべ大将」を発売し、耐震リモデルの研修会を開催するなど、今後

ニーズが高まる耐震リモデル市場への取り組みをスタートしました。 

  住宅部材にあたっては、床材は新塗装設備を導入して、業界最高峰の化粧性と耐久性を兼ね備えた「ネオテ

ク」シリーズを展開し、中高級床材の競争力強化図りました。また、主力商品である室内ドアは、デザイン性を

高めたＭＳシリーズを幅広く展開し、ライフスタイルに応じたコーディネート提案により市場からの選択の拡大

を図りました。さらに、中国生産（寧波）による無垢製品の供給量の強化を図りました。また、「インシュレー

ションボード」は、素材特性を活かした「養生ボード」の新用途展開を行い、新しい分野での拡大を図りまし

た。 

  これら新製品や市場特性に合わせた製品展開によって、新規取引先の開拓、販売強化に結び付けました。 

  この結果、この分野の売上高は 1,519 億 50 百万円（前年同期比 96.7％）となりましたが、営業利益は 37 億

51 百万円（前年同期比 106.7％）と増益となりました。 

 

（住宅・建設工事関連事業） 

  住宅用、非住宅用建築物は受注競争激化による価格低下が続く中で、利益を重視した営業活動を行いました。 

  この結果、この分野の売上高は 268 億 98 百万円（前年同期比 94.6%）となりましたが、営業利益は 8 億 25 百

万円（前年同期比 105.0％）と増益となりました。 
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  特別損益につきましては、固定資産減損会計の早期適用による減損損失 14 億 91 百万円、販売用土地の評価損

15 億 26 百万円、棚卸損失 6 億 86 百万円など、企業体質強化に向けた前倒し処理を中心に 59 億 15 百万円の特

別損失を計上しました。一方、投資有価証券売却益など 28 億 25 百万円の特別利益を計上しました。以上によ

り、特別損益合計は 30 億 90 百万円の損失となりました。 

  この結果、平成 17 年３月期の連結業績は、売上高 1,788 億 48 百万円（前年同期比 96.4%）、経常利益 51 億

13 百万円(前年同期比 110.1%)、当期純利益 15 億 20 百万円(前年同期比 57.7%)となりました。 

 

  当期中の設備投資では、木質フロアの表面化粧設備をはじめ、各工場において新製品強化並びに生産性向上の

ための各種設備工事を実施しました。また、平成 17 年２月に海外生産拠点としてマレーシアのＭＤＦ製造会社

（サムリンファイバーボード社）を買収し、基礎資材事業の強化を図りました。これらの所要資金はすべて自己

資金を充当しました。 

  配当につきましては株主への安定した配当を基本に、従来通りの配当とさせて頂きます。 

 

（２）次期の見通し 

  わが国経済が明るさを増してくるに従い、企業業績も回復し、所得・雇用環境の一部に改善の兆しが見られる

ものの、デフレ基調を払拭するまでにはなお時間を要するものと思われます。新設住宅着工戸数は依然として低

水準であり、価格競争の激化が予想されます。さらに、原油価格、合板価格などの高騰による各種資材や原料関

係のコストアップ要因が一層厳しくなることが予想されます。 

  当社グループは、こうした市場の大きな変化や要請に迅速に対応するため､引き続き中国での生産拡大、得意

事業であるインシュレーションボード事業の拡大など、主力事業の競争力強化を図ると共に、企業体質の強化を

実施してまいります。 

  来年度は創立 60 周年を迎え、高収益企業に向けた新たな取り組みを開始します。具体的には、健康・環境・

耐震・リモデルを事業ドメインの中心に据え、「ダイライト」、「ダイロートン」、「インシュレーションボー

ド」、「ＭＤＦ」など当社グループ独自の基礎資材事業を武器に新たな市場開拓を推し進め、一層の事業強化を

図ってまいります。さらに、主力である室内ドア、床材などの重点事業にあっては、材料調達方法の改革も含め

て競争力強化と収益性向上に取り組んでまいります。 

  以上により、平成 18 年３月期の連結業績は、売上高で 1,800 億円、経常利益では 60 億円、当期純利益では

34 億円の計画です。 

  配当につきましては、株主への安定した配当を基本に考えてまいります。 
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２．財政状態について 

 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の 20 億 23 百万円に加え、減価償却費、

売上債権及び棚卸資産の減少等により、26 億 99 百万円の増加（前年同期比 116 億 13 百万円の減少）となりまし

た。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券及び有形固定資産の売却等により 33 億 48 百万円の増加

（前年同期比 55 億 79 百万円の増加）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払い等により 84 億 14 百万円の減少（前年

同期比 31 億 52 百万円の増加）となりました。 

 以上により、当期末における現金及び現金同等物残高は、21 億 53 百万円減少し、86 億 49 百万円となりまし

た。 

 

 尚、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 

 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 

自己資本比率 ２４．４％ ２４．１％ ２８．２％ ２８．８％

時価ベースの自己資本比率 ２５．３％ ２１．３％ ４５．７％ ４７．２％

債務償還年数 ４．９年 ６．６年 ２．４年 １１．３年

インタレスト・カバレッジ・レシオ ７．８ ９．１ ２７．８ ８．８ 

（注）自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

(1)各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

(2)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

(3)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
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    ４４４４    連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等    
 （１）連結財務諸表 
  ①連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

   ％   ％ 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   １０，８８３ ８，６９２  △２，１９１

 ２ 受取手形及び売掛金  ３１，５８２ ２９，４７６  △２，１０６

 ３ 有価証券   １００ －  △１００

 ４ 棚卸資産   ２６，２６６ ２４，３９５  △１，８７１

 ５ 未成工事支出金   ３，３２８ ３，５２３  １９５

 ６ 繰延税金資産   ８７８ １，２３０  ３５２

 ７ 繰延ヘッジ損失   － ６８  ６８

 ８ その他   ４，３６９ ５，１６７  ７９８

   貸倒引当金   △１２９ △１９６  △６７

  流動資産合計   ７７，２７７ 54.0 ７２，３５５ 52.7 △４，９２２

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1)建物及び構築物   １３，８９３ １３，３２７  △５６６

  (2)機械装置及び運搬具  １１，７６６ １１，２３５  △５３１

  (3)土地   １５，５９９ １４，３４５  △１，２５４

  (4)建設仮勘定   ２２８ １３１  △９７

  (5)その他   １，５８３ ８０９  △７７４

  有形固定資産合計   ４３，０６９ 30.1 ３９，８４７ 29.1 △３，２２２

 ２ 無形固定資産     

  (1)ソフトウェア   ５３５ ４６０  △７５

  (2)連結調整勘定   １９４ １，６２６  １，４３２

  (3)その他   １５４ １５１  △３

  無形固定資産合計   ８８３ 0.6 ２，２３７ 1.6 １，３５４

 ３ 投資その他の資産    

  (1)投資有価証券   １３，７８３ １２，１３１  △１，６５２

  (2)長期貸付金   １，０７９ ２８８  △７９１

  (3)前払年金費用   ２，４９６ ４，１７９  １，６８３

  (4)繰延税金資産   １，７４８ ３，４３０  １，６８２

  (5)その他   ４，０８１ ４，０１９  △６２

   貸倒引当金   △１，２２４ △１，２８７  △６３

  投資その他の資産合計  ２１，９６３ 15.3 ２２，７６０ 16.6 ７９７

  固定資産合計   ６５，９１５ 46.0 ６４，８４４ 47.3 △１，０７１

Ⅲ 繰延資産     

 １ 社債発行費   ３３ －  △３３

  繰延資産合計   ３３ 0.0 － - △３３

  資産合計   １４３，２２５ 100.0 １３７，１９９ 100.0 △６，０２６
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

   ％   ％ 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金  ２９，３８６ ２３，６７４  △５，７１２

 ２ 短期借入金   １１，９３８ ９，８７４  △２，０６４

 ３ 一年以内に返済予定の   

   長期借入金   
６，２３８ ５，１８０ 

 
△１，０５８

 ４ 未払金   ２５，８４６ ２７，４１５  １，５６９

 ５ 未払法人税等   ２０９ １，０８７  ８７８

 ６ 未払消費税等   ４６２ ５０３  ４１

 ７ 繰延税金負債   １３ １２４  １１１

 ８ 賞与引当金   １，８５７ ２，１３５  ２７８

 ９ 繰延ヘッジ利益   ５３ －  △５３

 10 その他   ３，２１２ ４，０２６  ８１４

  流動負債合計   ７９，２１４ 55.3 ７４，０１８ 54.0 △５，１９６

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債   ５，０００ ５，０００  －

 ２ 長期借入金   １１，５９５ １０，５７５  △１，０２０

 ３ 繰延税金負債   １，１４２ １，７８０  ６３８

 ４ 退職給付引当金   ３，６４３ ３，４５１  △１９２

 ５ 連結調整勘定   １２７ １２４  △３

 ６ その他   ９１１ ９０５  △６

  固定負債合計   ２２，４１８ 15.6 ２１，８３５ 15.9 △５８３

  負債合計   １０１，６３２ 70.9 ９５，８５３ 69.9 △５，７７９

     

（少数株主持分）     

  少数株主持分   １，２５９ 0.9 １，７９３ 1.3 ５３４

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 9.2 １３，１５０ 9.6 －

Ⅱ 資本剰余金   １１，８５１ 8.3 １１，８５１ 8.6 －

Ⅲ 利益剰余金   １３，６３３ 9.5 １３，５７２ 9.9 △６１

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ２，１３４ 1.5 １，４７４ 1.1 △６６０

Ⅴ 為替換算調整勘定   △４１７ △0.3 △４７４ △0.4 △５７

Ⅵ 自己株式   △１７ △0.0 △２０ △0.0 △３

  資本合計   ４０，３３４ 28.2 ３９，５５３ 28.8 △７８１

  負債、少数株主持分及び  

  資本合計   
１４３，２２５ 100.0 １３７，１９９ 100.0 △６，０２６
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  ②連結損益計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

  ％ ％ 

Ⅰ 売上高   １８５，５６３ 100.0 １７８，８４８ 100.0 △６，７１５

Ⅱ 売上原価   １４３，７５５ 77.5 １３６，９１４ 76.5 △６，８４１

   売上総利益   ４１，８０８ 22.5 ４１，９３４ 23.5 １２６

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３７，５０５ 20.2 ３７，３５８ 20.9 △１４７

   営業利益   ４，３０３ 2.3 ４，５７６ 2.6 ２７３

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  １１２ ８１   

 ２ 受取配当金  ２１３ ２０４   

 ３ 有価証券売却益  ０ －   

 ４ 連結調整勘定償却額 １０ ２３   

 ５ 持分法による投資利益 ４５ ８２   

 ６ 賃貸料  ４６１ ４１０   

 ７ 生命保険配当金  １３５ １４９   

 ８ 雑収入  ７３９ １，７１５ 0.9 ４９９ １，４４８ 0.8 △２６７

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  ５１５ ３０８   

 ２ 売上割引  ２６９ ２４１   

 ３ 為替差損  ２６３ ５９   

 ４ 雑支出  ３２９ １，３７６ 0.7 ３０３ ９１１ 0.5 △４６５

   経常利益   ４，６４２ 2.5 ５，１１３ 2.9 ４７１

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入額 ３２ ２２   

 ２ 土地売却益 － ６０８   

 ３ 投資有価証券売却益 ３７４ １，７６２   

 ４ ゴルフ会員権売却益 ２ －   

 ５ 適格退職年金制度一部終了益 － ３２４   

 ６ その他  １１ ４１９ 0.2 １０９ ２，８２５ 1.5 ２，４０６

Ⅶ 特別損失     

 １ 貸倒引当金特別繰入額 ４５０ ２２５   

 ２ 貸倒損失 － ４４   

 ３ 棚卸損失 － ６８６   

 ４ 減損損失 － １，４９１   

 ５ 販売用土地評価損 － １，５２６   

 ６ 固定資産除却損  ２１８ ３１６   

 ７ 土地売却損  － ３３２   

 ８ 投資有価証券評価損 ４ ３７   

 ９ ゴルフ会員権評価損 ２９ １２８   

 10 役員退職金  １０９ ４８   

 11 営業権償却費  － ４００   

 12 構法変更負担金  － ２５４   

 13 水害損失  － ２０４   

 14 転籍一時金  － ８７   

 15 退職給付制度一部終了損 － ７８   

 16 賃貸料減額過年度分 １１７ －   

 17 その他 １８ ９４５ 0.5 ５９ ５，９１５ 3.3 ４，９７０

 税金等調整前当期純利益  ４，１１６ 2.2 ２，０２３ 1.1 △２，０９３

 法人税、住民税及び事業税 ２６２ １，０９８   

 法人税等調整額  １，２５２ １，５１４ 0.8 △７６３ ３３５ 0.2 △１，１７９

 少数株主利益   － - １６８ 0.1 １６８

 少数株主損失   ３１ 0.0 － - △３１

当期純利益   ２，６３３ 1.4 １，５２０ 0.8 △１，１１３
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  ③連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 金  額 金 額 

  

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 １１，８５１ １１，８５１ －

Ⅱ 資本剰余金期末残高 １１，８５１ １１，８５１ －

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 １１，８８３ １３，６３３ １，７５０

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 ２，６３３ １，５２０  

 ２ 連結子会社増加に伴う  

   増加高 
－ ２７

 

 ３ 持分法適用会社増加に 

   伴う増加高 
４０７ ３，０４０ － １，５４７ △１，４９３

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 ９８１ ９８１  

 ２ 取締役賞与 １ １  

 ３ 連結子会社増加に伴う  

   減少高 
３０８ ６１９

 

 ４ 連結子会社減少に伴う  

   減少高 
－ ４

 

 ５ 持分法適用会社増加に 

   伴う減少高 
－ １，２９０ ３ １，６０８ ３１８

Ⅳ 利益剰余金期末残高 １３，６３３ １３，５７２ △６１
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  ④連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

期   別 

科   目 

 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  税金等調整前当期純利益 ４，１１６ ２，０２３

  減価償却費 ３，８６９ ３，４３９

  社債発行費償却額 ３３ ３３

  連結調整勘定償却額 ５ △８

  持分法による投資利益 △４５ △８２

  退職給付引当金の増減額 １５７ △１，８９９

  賞与引当金の増減額 ３４３ ２４６

  貸倒引当金の増減額 ６９ １２７

  受取利息及び受取配当金 △３２４ △２８５

  支払利息 ５１５ ３０８

  為替差損 ２８２ ５

  投資有価証券評価損 ４ ３７

  投資有価証券売却益 △３７６ △１，７６２

  固定資産除却損 ２１８ ６４８

  固定資産売却益 － △６０８

  ゴルフ会員権評価損 ２９ １２８

  減損損失 － １，４９１

  売上債権の増減額 ４，２１６ ３，６２１

  棚卸資産の増減額 １，４５７ ２，９０３

  仕入債務の増減額 △６３５ △６，０８５

  未払消費税等の増減額 １９９ ４０

  役員賞与の支給額 △１ △１

  割引手形の減少額 △３７ △８７

  その他 ５９８ △１，２８５

     小   計 １４，６９２ ２，９４７

  利息及び配当金の受取額 ３２４ ２８５

  利息の支払額 △５１５ △３０８

  法人税等の支払額 △１８９ △２２５

 営業活動によるキャッシュ・フロー １４，３１２ ２，６９９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  定期預金の預入による支出 △１７ －

  定期預金の払戻による収入 － ２２

  有価証券の取得による支出 △１００ －

  有価証券の売却による収入 ２５０ １００

  投資有価証券の取得による支出 △２，７１０ △３，６４６

  投資有価証券の売却による収入 ３，５０７ ４，２５７

  有形固定資産の取得による支出 △３，７７９ △２，７５１

  有形固定資産の売却による収入 ８９ ５，３７６

  その他 ５２９ △１０

 投資活動によるキャッシュ・フロー △２，２３１ ３，３４８
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

期   別 

科   目 

 金  額 金  額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

  短期借入金増減額 ６６７ △２，９１６

  長期借入れによる収入 ６，０００ ７９１

  長期借入金の返済による支出 △１７，１７７ △５，２８５

  自己株式の取得 △１３ △３

  配当金の支払額 △９８１ △９８１

  少数株主配当金の支払額 △４ △２０

  その他 △５８ －

 財務活動によるキャッシュ・フロー △１１，５６６ △８，４１４

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △６０ △１２

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ４５５ △２，３７９

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １０，３０３ １０，８０２

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ４４ ２９８

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △７２

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 １０，８０２ ８，６４９
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 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 19 社 (1)連結子会社の数 26 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社名 北陸ダイケン㈱、セトウチ化

工㈱、三重ダイケン㈱、富山住機㈱、ダイケン

物流㈱、西日本ダイケンプロダクツ㈱、㈱トナ

ミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.、ダイケン

ホーム㈱、ダイケンエンジニアリング㈱、㈱サ

ンキ、富山大建工業㈱、梅田建材㈱、㈱ダイ

タック、鉱工産業㈱、大建工業（寧波）有限公

司、三洋㈱、㈱ダイウッド、東日本ダイケンプ

ロダクツ㈱。 

 

 

 

 なお、三洋㈱及び㈱ダイウッドについては、

重要性が増加したことにより、当連結会計年度

より連結子会社に含めることとした。 

 連結子会社名 北陸ダイケン㈱、セトウチ化

工㈱、三重ダイケン㈱、富山住機㈱、ダイケン

物流㈱、西日本ダイケンプロダクツ㈱、㈱トナ

ミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.、ダイケン

ホーム㈱、ダイケンエンジニアリング㈱、㈱サ

ンキ、富山大建工業㈱、梅田建材㈱、㈱ダイ

タック、鉱工産業㈱、大建工業（寧波）有限公

司、秋田ダイケン㈱、㈱ダイウッド、東日本ダ

イケンプロダクツ㈱、東海ダイケン㈱、山陰ダ

イケン㈱、井波ダイケンプロダクツ㈱、中部ダ

イケンプロダクツ㈱、㈱ダイフィット、ダイラ

ンバー㈱、SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.。 

 

 

 

 

 また、東日本ダイケンプロダクツ㈱について

は、下期において重要性が増加したことによ

り、当連結会計年度より連結子会社に含めるこ

ととした。 

 

 

 

 西日本ダイケンプロダクツ㈱は、ダイライト

㈱が社名変更し、三興不動産㈱と合併したもの

である。 

  

  

  

  

  

 なお、東海ダイケン㈱、山陰ダイケン㈱、井

波ダイケンプロダクツ㈱、中部ダイケンプロダ

クツ㈱、㈱ダイフィット、ダイランバー㈱及び

SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.については、重

要性が増加したことにより、当連結会計年度よ

り連結子会社に含めることとした。 

 秋田ダイケン㈱は、三洋㈱が社名変更したも

のである。 

 九州ダイナ㈱は、重要性が増加したことによ

り、当連結会計年度より連結子会社に含めるこ

ととしたが、当連結会計年度末に保有株式を売

却したことにより連結除外している。 

 (2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

  ㈱ダイフィット、九州ダイナ㈱  ㈱スマイルアップ、ダイケンサービス㈱ 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

  同左 

  

  

  

 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためである。  

   

２．持分法の適用に関する事項 (1)持分法適用の関連会社数 １社 (1)持分法適用の関連会社数 ２社 

  会社名 ㈱岡山臨港  会社名 ㈱岡山臨港、エコテクノ㈱ 

 

 

 

 なお、㈱岡山臨港については、重要性が増加

したことから、当連結会計年度より持分法適用

の関連会社に含めることとした。 

 なお、エコテクノ㈱については、重要性が増

加したことから、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社に含めることとした。 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（㈱

ダイフィット、九州ダイナ㈱他）及び関連会社

（㈱とやま・ダイケンホーム、友美工業㈱他）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外している。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（㈱

スマイルアップ、ダイケンサービス㈱他）及び

関連会社（㈱とやま・ダイケンホーム）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外している。 

   

３．連結子会社の事業年度等に 

 関する事項 

 

 連結子会社のうち、DAIKEN SARAWAK  

SDN.BHD.及び大建工業（寧波）有限公司の決算

日は 12 月 31 日である。 

  

 連結子会社のうち、DAIKEN SARAWAK  

SDN.BHD.及び大建工業（寧波）有限公司の決算

日は 12 月 31 日、SAMLING FIBRE BOARD  

SDN.BHD.の決算日は６月 30 日である。 

 

 

 

 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を

行っている。 

  

  

  

 連結財務諸表の作成に当たっては、DAIKEN 

SARAWAK SDN.BHD.及び大建工業（寧波）有限公

司については同日現在の財務諸表を使用し、

SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.については 12

月 31 日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

   

４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 ①有価証券 

  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券 

 ―――――― ―――――― 

  その他有価証券  その他有価証券 

   時価のあるもの   時価のあるもの 

   …同左 

  

  

 

  …連結決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法

により算定している。)  

   時価のないもの   時価のないもの 

   …主として移動平均法による原価法   …同左 

 ②デリバティブ ②デリバティブ 

  …時価法  …同左 

 ③棚卸資産 ③棚卸資産 

  …同左 

  

 

 …主として移動平均法によっている。なお、

未成工事支出金については、個別法による

原価基準を採用している。  
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

  同左 

  

  

  

 

 主として定率法を採用している。 

 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。  

  建物及び構築物 主として３～60 年  

  機械装置及び運搬具 主として４～15 年  

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、

在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく

定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 当社及び国内連結子会社は、営業権は支出時

に全額償却し、営業権以外の無形固定資産は定

額法を採用している。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。 

 在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づ

く定額法を採用している。 

 ③繰延資産の処理方法 ③繰延資産の処理方法 

  同左 

 

 社債発行費は、商法の規定に基づき３年間で

均等償却している。  

 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  同左 

  

  

  

 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。  

 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  同左 

 

 主として従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上している。  

 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。（なお、企業年金

制度については、年金資産額が退職給付債務を

超えるため、前払年金費用を計上している。） 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主として３

年）による定額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として 10 年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしている｡ 
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

  同左 

  

  

  

  

  

  

 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外子会社等の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用についても連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上している。  

 (5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 

  同左 

  

  

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。  

 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替

予約及び通貨オプションについては振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合には特例処理を採用している。  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

 

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外

貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象として

いる。金利スワッップを手段とし、借入金を対

象としている。  

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  同左 

 

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に

基づき、為替変動リスクをヘッジしている。  

 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価している。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては有効性の評価を省

略している。  

 

 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

  同左 

 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式を採用している。  
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前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債の  全面時価評価法を採用している。  同左 

 評価に関する事項   

   

６．連結調整勘定の償却に関する  20 年間の均等償却を行っている。  同左 

 事項   

   

７．利益処分項目等の取扱いに関  同左 

 する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成している。  

   

８．連結キャッシュ・フロー計算  同左 

 書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する定期預金からなる。  

   

 
 
 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定資産の減損の係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年３月

31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用している。これにより税金等調整前当期純利益は 

１，４９１百万円減少している。 

 

 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除している。 

  

―――――― （営業権の償却年数の変更） 

 

 

 

 

 

 当社グループは、従来、連結子会社が取得した営業権について５

年の均等償却を行っていたが、支出時に全額償却する方法に変更し

た。これは近時の当社グループにおける事業再編により多額の営業

権が発生する可能性が生じたことから、財務体質を健全化するため

に支出時に全額償却する方法が妥当と判断したためである。 

 

 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、税金等調整前

当期純利益は３２０百万円減少している。 

 

 

 なお、この変更に伴う償却額は特別損失に計上しており、経常利

益に与える影響はない。 
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 追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第９号）が

平成 15 年３月 31 日に公布され、平成 16 年４月１日以後に開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結

会計年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年２月 13 日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

 

 

 この結果、販売費及び一般管理費が１４９百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額減少している。 

  

―――――― 

 

 

 

 従来、売却・除却した固定資産については、期首帳簿価額を売

却・除却原価としていたが、平成 16 年 10 月１日の窯業系外装材

の生産設備の譲渡により金額的重要性が生じることから当連結会

計年度より原則的な方法による月割償却に変更した。 

 

 

 

 この変更により、経常利益が４２５百万円減少したが、特別損失

が同額減少しているため、税金等調整前当期純利益に影響はな

い。 
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 注記事項 
 （連結貸借対照表関係） 

前連結会計期年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １ 有形固定資産の減価償却累計額 

  ５３，３６２ 百万円    ４５，８６１ 百万円  

  

２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 １，１７５ 百万円   建物及び構築物 ２，１７８ 百万円  

 土地 ３２７    土地 ４４８   

 投資有価証券 １，００８    その他流動資産 ９４４   

 計 ２，５１０    その他固定資産 ２，７９２   

  計 ６，３６２   

  

  上記に対応する債務   上記に対応する債務 

 短期借入金 ３００ 百万円   短期借入金 １，０６３ 百万円  

      

 

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

７７９ 
   

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

５４２ 
  

 長期借入金 １，６０３    長期借入金 ２，６５８   

  

３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであ

る。 

３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであ

る。 

 投資有価証券（株式） ７４６ 百万円   投資有価証券（株式） ６４８ 百万円  

 出資金 ６    出資金 ６   

  

４ 保証債務 ４ 保証債務 

    

 

当連結子会社からの 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資）

１２９ 百万円 
  

当連結子会社からの 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

１０９ 百万円 
 

 当社の土地購入者 １４    当社の土地購入者 １３   

 計 １４３    計 １２２   

  

  上記以外に下記の保証を行っている。  

  （債権流動化に対する買戻し義務）  

 山陰ダイケン㈱ １０２ 百万円   

 東海ダイケン㈱ ７２    

 九州ダイナ㈱ ６０    

 計 ２３４    
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前連結会計期年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

 受取手形割引高 １２５ 百万円   受取手形割引高 ３８ 百万円  

      

 
債権流動化に伴う 
買戻し義務 ３，１２１ 

   
債権流動化に伴う 
買戻し義務 ２，８６０ 

  

  

６ 当社の発行済株式総数は、普通株式１３０，８７５千株である。 ６ 同左 

  

７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保

有する自己株式の数は、普通株式５８千株である。 

７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保

有する自己株式の数は、普通株式６４千株である。 

  

８ 一部取引先との決済方法を、債権については据置現金回収

（手形決済に依った場合の満期日に現金で回収する方法）に、

また債務については据置現金支払い（手形決済に依った場合の

満期日に現金で支払う方法）にしており、併せてアルデバラ

ン・ファンディング・コーポレーション及び住友信託銀行へこ

の債権及び債務を一括譲渡している。譲渡額はそれぞれ流動資

産の「その他」、「未払金」に含まれている。 

８ 一部取引先との決済方法を、債権については据置現金回収

（手形決済に依った場合の満期日に現金で回収する方法）に、

また債務については据置現金支払い（手形決済に依った場合の

満期日に現金で支払う方法）にしており、併せてアルデバラ

ン・ファンディング・コーポレーション及び住友信託銀行へこ

の債権及び債務を一括譲渡している。譲渡額はそれぞれ流動資

産の「その他」、「未払金」に含まれている。 

 未収入金 １，１７３ 百万円   未収入金 ４３０ 百万円  

 未払金 １９，０６５    未払金 ２４，１２５   

  

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  

    

 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
  

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
 

 借入実行残高 －    借入実行残高 －   

 差引額 １８，２００    差引額 １８，２００   
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 （連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

 運賃保管料 １１，１３７ 百万円   運賃保管料 １１，０４８ 百万円  

 貸倒引当金繰入額 ３６    貸倒引当金繰入額 ５１   

 給料手当 ８，０５９    給料手当 ７，９２９   

 賞与引当金繰入額 １，９１５    賞与引当金繰入額 ２，１３５   

 退職給付費用 １，０６６    退職給付費用 ７２６   

  

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  １，５３５ 百万円    １，６３０ 百万円  

  

３ 固定資産除却損 ３ 固定資産除却損 

 建物及び構築物 １０８ 百万円   建物及び構築物 ３６ 百万円  

 機械装置及び運搬具 ４２    機械装置及び運搬具 １０６   

 その他 ６８    その他 １７４   

 計 ２１８    計 ３１６   

  

４ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額１０百万円を含ん

でいる。 

４ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額１２８百万円を含

んでいる。 

  

―――――― ５ 減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を

基準に、主として工場単位、遊休資産については個別にグルー

プ化し、減損損失の判定を行った。その結果、以下の資産グ

ループにおける山林の時価の大幅な下落により、帳簿価額を回

収可能限度額まで減額し、当該減少額を減損損失（１，４９１百万

円）として特別損失として計上した。その内訳は、構築物１３百

万円、土地９６３百万円、山林及び植林５１５百万円である。 

  場所 用途 種類  

   

  

鳴門山林 
（徳島県鳴門市） 

山林 構築物、土地、
山林及び植林  

  

 

 

 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正

味売却価額の算定に当たっては、第三者による鑑定評価を基に

算定している。 
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 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 １０，８８３ 百万円   現金及び預金勘定 ８，６９２ 百万円  

      

 

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△８１ 
   

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△４３ 
  

 現金及び現金同等物 １０，８０２    現金及び現金同等物 ８，６４９   

  

２ 仕入債務には、ファクタリング債務が含まれている。 ２ 同左 
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 （重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 当社は、平成 16 年５月 17 日開催の取締役会において、当社の

住宅機器・木質内装建材等の製造等に関する事業を譲渡する契約

を当社の子会社である北陸ダイケンプロダクツ㈱及び中部ダイケ

ンプロダクツ㈱との間で締結することを決議し、同日付で営業譲

渡契約を締結した。  

  

１．井波工場事業の営業譲渡について  

 (1)譲渡する事業の内容  

  当社の井波工場における、住宅機器等の製造等に関する事業  

 (2)譲渡先  

  北陸ダイケンプロダクツ㈱  

 (3)譲渡する事業の規模  

  売上高 ３４，２６５百万円（平成 16 年３月期当社実績）  

 

 

 （注）北陸ダイケンプロダクツ㈱が製造する製品は、その全数

量を当社が購入し顧客等に販売する予定のため、本営業譲

渡による当社の売上高への影響はない見込み。  

 (4)譲渡する資産及び譲渡価額  

   譲渡財産は、譲渡日現在の井波工場事業に属する現金・預

金、仕掛品・原材料・貯蔵品とする。  

 （注）４９７百万円（平成 16 年３月 31 日現在）  

 (5)譲渡期日  

  平成 16 年 10 月１日（予定）  

  

２．名古屋工場事業の営業譲渡について  

 (1)譲渡する事業の内容  

   当社の名古屋工場における、木質内装建材等の製造等に関す

る事業  

 (2)譲渡先  

  中部ダイケンプロダクツ㈱  

 (3)譲渡する事業の規模  

  売上高 １８，４６３百万円（平成 16 年３月期当社実績）  

 

 

 （注）中部ダイケンプロダクツ㈱が製造する製品は、その全数

量を当社が購入し顧客等に販売する予定のため、本営業譲

渡による当社の売上高への影響はない見込み。  

 (4)譲渡する資産及び譲渡価額  

   譲渡財産は、譲渡日現在の名古屋工場事業に属する現金・預

金、仕掛品・原材料・貯蔵品とする。  

 （注）６８６百万円（平成 16 年３月 31 日現在）  

 (5)譲渡期日  

  平成 16 年 10 月１日（予定）  

  

 



 -25-

 
    ５５５５    セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報    
 (1)事業の種類別セグメント情報 

 

 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） （単位：百万円） 

   

  

住宅・建設 
資材関連事業 

住宅・建設 
工事関連事業 

計 消去又は全社 連 結 
 

 Ⅰ売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1)外部顧客に対する売上高 １５７，１２４ ２８，４３９ １８５，５６３ － １８５，５６３  

 (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 ４１ ０ ４１ （４１） －  

 計 １５７，１６５ ２８，４３９ １８５，６０４ （４１） １８５，５６３  

 営業費用 １５３，６４８ ２７，６５３ １８１，３０１ （４１） １８１，２６０  

 営業利益 ３，５１７ ７８６ ４，３０３ － ４，３０３  

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

  資産 １０４，６１８ １３，８３０ １１８，４４８ ２４，７７７ １４３，２２５  

  減価償却費 ３，８０６ ６３ ３，８６９ － ３，８６９  

  資本的支出 ４，２４１ ６ ４，２４７ － ４，２４７  

（注） １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

 ２．各区分の主な製品 

  (1)住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 

  (2)住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 

 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（２４，７７７百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び

有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

 

 当連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） （単位：百万円） 

   

  

住宅・建設 
資材関連事業 

住宅・建設 
工事関連事業 

計 消去又は全社 連 結 
 

 Ⅰ売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1)外部顧客に対する売上高 １５１，９５０ ２６，８９８ １７８，８４８ － １７８，８４８  

 (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 １２８ ３３ １６１ （１６１） －  

 計 １５２，０７８ ２６，９３１ １７９，００９ （１６１） １７８，８４８  

 営業費用 １４８，３２７ ２６，１０６ １７４，４３３ （１６１） １７４，２７２  

 営業利益 ３，７５１ ８２５ ４，５７６ － ４，５７６  

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

  資産 ９８，９７６ １１，４９１ １１０，４６７ ２６，７３２ １３７，１９９  

  減価償却費 ３，４３５ ４ ３，４３９ － ３，４３９  

  資本的支出 ２，４３７ ３ ２，４４０ － ２，４４０  

（注） １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

 ２．各区分の主な製品 

  (1)住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 

  (2)住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 

 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（２６，７３２百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び

有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 
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 (2)所在地別セグメント情報 

 

 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31

日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

 

 (3)海外売上高 

 

 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31

日） 

 海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

 
 
    ６６６６    リース取引リース取引リース取引リース取引    
 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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    ７７７７    関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引関連当事者との取引    
 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） 

  親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 

住所 資本金 事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割合 

役員の 
兼任等 

事実上 
の関係 

取引の内容 取引 
金額 

科目 期末 
残高 

 直接   

15.9% 

製品の 
販売 

416 売掛金 36 

202,241 
間接 

－ 営業 
取引 買掛金 1,141 

その
他の
関係
会社 

伊藤忠 
商事㈱ 

大阪市 
中央区 

 

総合 
商社 

4.2%  

製品の
販売、 
原材料
の購入 

 

原材料
の購入 

3,577 
支払手形 16 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1)販売価格は市場価格、総原価を勘案してあらかじめ取り決めた仕切価格に市場の実勢価格を加味して決定している。 

 (2)購入価格は市場の実勢価格により取引の都度決定している。 

 (3)取引金額には消費税等を含まず、科目の各残高には、消費税等を含んでいる。 

 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

  親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 

住所 資本金 事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割合 

役員の 
兼任等 

事実上 
の関係 

取引の内容 取引 
金額 

科目 期末 
残高 

 直接   

15.9% 

製品の 
販売 

427 売掛金 39 

202,241 
間接 

－ 営業 
取引 

その
他の
関係
会社 

伊藤忠 
商事㈱ 

大阪市 
中央区 

 

総合 
商社 

4.2%  

製品の
販売、 
原材料
の購入 

 

原材料
の購入 

3,933 買掛金 1,176 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1)販売価格は市場価格、総原価を勘案してあらかじめ取り決めた仕切価格に市場の実勢価格を加味して決定している。 

 (2)購入価格は市場の実勢価格により取引の都度決定している。 

 (3)取引金額には消費税等を含まず、科目の各残高には、消費税等を含んでいる。 
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    ８８８８    税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計    
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成16年３月31日）  （平成17年３月31日）  

 繰延税金資産         

  貸倒引当金損金算入限度超過額 ４１５ 百万円   ２４３ 百万円  

  賞与引当金損金算入限度超過額 ６４２    ７５０   

  未払事業税否認 １９    １３６   

  退職給付引当金損金算入限度超過額 ４，５２２    ３，８６１   

  繰越欠損金 １，９９９    １，１０５   

  棚卸資産未実現利益 １７    ５１   

  固定資産の未実現利益 ４４９    ４４９   

  ゴルフ会員権評価損 ６０    ５２   

  投資有価証券評価損 １９３    ２４７   

  固定資産の減損 －    ６０８   

  販売用土地の評価損 －    ６２０   

  営業権償却 －    １３０   

  その他有価証券評価差額金 １    －   

  その他 ９９    １７８   

 繰延資産小計 ８，４１６    ８，４３０   

 評価性引当額 △１，８０８    △９５７   

 繰延資産合計 ６，６０８    ７，４７３   

         

 繰延税金負債         

  特別償却積立金  △１    －   

  海外投資等損失積立金  △３８    －   

  土地評価益  △４９５    △５５２   

  その他有価証券評価差額金  △１，４６１    △１，００６   

  退職給付信託設定益  △２，６２２    △２，６２２   

  その他  △５２０    △５３７   

 繰延税金負債合計  △５，１３７    △４，７１７   

 繰延税金資産（負債）の純額  １，４７１    ２，７５６   

 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

         

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成16年３月31日）  （平成17年３月31日）  

  流動資産－繰延税金資産  ８７８ 百万円   １，２３０ 百万円  

  固定資産－繰延税金資産  １，７４８    ３，４３０   

  流動負債－繰延税金負債  △１３    △１２４   

  固定負債－繰延税金負債  △１，１４２    △１，７８０   
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成16年３月31日）  （平成17年３月31日）  

 法定実効税率  ４２．０ ％   ４０．６ ％  

 （調整）        

  評価性引当金  △９．２    △１７．０   

  交際費等永久に損金に算入されない項目  ４．０    ６．５   

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △１．０    △２．８   

  住民税等均等割等  ２．０    ３．８   

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  △０．７    －   

  マレーシア投資税額控除  －    △３．８   

  ＩＴ及びＲ＆Ｄ税額控除  －    △８．３   

  その他  △０．３    △２．５   

 税効果会計適用後の法人税率の負担率  ３６．８    １６．５   
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    ９９９９    有価証券有価証券有価証券有価証券    
 

Ⅰ 前連結会計年度 

 

１．売買目的有価証券（平成 16 年３月 31 日） 

 連結貸借対照表計上額 － 百万円  

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 －   

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 16 年３月 31 日） 

  種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 (1)国債・地方債等 －百万円 －百万円 －百万円  

 (2)社債 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの 

小計 － － －  

 (1)国債・地方債等 － － －  

 (2)社債 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

小計 － － －  

 合計 － － －  

 

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成 16 年３月 31 日） 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額  

 (1)株式 ４，５７７百万円 ８，４８７百万円 ３，９１０百万円  

 (2)債券   

  ①国債・地方債 － － －  

  ②社債 － － －  

  ③その他 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

連結貸借対照表が
取得原価を超える
もの 

小計 ４，５７７ ８，４８７ ３，９１０  

 (1)株式 １，１０２ ７８８ △３１４  

 (2)債券   

  ①国債・地方債 １２５ １２５ －  

  ②社債 － － －  

  ③その他 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 １，２２７ ９１３ △３１４  

 合計 ５，８０４ ９，４００ ３，５９６  

 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） 

 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  

 １，３５１百万円  ３９０百万円  ２１百万円  

 

５．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） 

  売却原価 売却額 売却損益  

 社債 ２，０００百万円 ２，００５百万円 ５百万円  

 売却理由 流動性の確保のため  
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６．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 16 年３月 31 日） 

 (1)満期保有目的の債券     

  非上場外国債券 － 百万円   

 (2)その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除く） ３，５３６ 百万円   

  社債 ２００    

 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 16 年３月 31 日） 

   １年以内  １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超  

 ①債券          

   国債・地方債等  １０５百万円  ２０百万円  －百万円  －百万円  

   社債  －  －  －  ２００  

   その他  －  －  －  －  

 ②その他  －  －  －  －  

 合 計  １０５  ２０  －  ２００  

 

８．保有目的を変更した有価証券 

   当連結会計年度において、従来満期保有目的で保有していた国債（連結貸借対照表計上額２５百万円）をその他有価証券に変更し

ている。これは、満期保有目的の社債券を売却したことに伴う変更である。 

 

 

Ⅱ 当連結会計年度 

 

１．売買目的有価証券（平成 17 年３月 31 日） 

 連結貸借対照表計上額 － 百万円  

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 －   

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 17 年３月 31 日） 

  種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 (1)国債・地方債等 －百万円 －百万円 －百万円  

 (2)社債 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの 

小計 － － －  

 (1)国債・地方債等 － － －  

 (2)社債 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

小計 － － －  

 合計 － － －  
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３．その他有価証券で時価のあるもの（平成 17 年３月 31 日） 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額  

 (1)株式 ６，９０６百万円 ９，７２１百万円 ２，８１５百万円  

 (2)債券   

  ①国債・地方債 － － －  

  ②社債 － － －  

  ③その他 － － －  

 (3)その他 － － －  

 

連結貸借対照表が
取得原価を超える
もの 

小計 ６，９０６ ９，７２１ ２，８１５  

 (1)株式 ８６６ ５２７ △３３９  

 (2)債券   

  ①国債・地方債 ２０ ２０ －  

  ②社債 － － －  

  ③その他 － － －  

 (3)その他 ５０ ５０ △０  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 ９３６ ５９７ △３３９  

 合計 ７，８４２ １０，３１８ ２，４７６  

 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  

 ４，２０６百万円  １，８３４百万円  ７２百万円  

 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 17 年３月 31 日） 

 (1)満期保有目的の債券     

  非上場外国債券 － 百万円   

 (2)その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除く） ７６３ 百万円   

  社債 ４００    

  その他 ２    

 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 17 年３月 31 日） 

   １年以内  １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超  

 ①債券          

   国債・地方債等  －百万円  ２０百万円  －百万円  －百万円  

   社債  －  －  －  ４００  

   その他  －  －  －  －  

 ②その他  －  －  －  －  

 合 計  －  ２０  －  ４００  

 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて前連結会計年度において４百万円、当連結会計年度において３７百万円減損処理を行っ

ている。なお、当該株式の減損処理については、次の基準により実施している。 

  (1)時価が取得原価の 50％以上下落したもの。 

  (2)時価の下落率が２年以上にわたり取得原価の 30％以上 50％未満の場合には、該当する銘柄の株式について回復可能性を検討

し、期末日後概ね１年以内に、下落率が取得原価の 30％未満の水準まで回復する見込がないと判断されたもの。 

 

 
 
    10101010    デリバティブ取引デリバティブ取引デリバティブ取引デリバティブ取引    
 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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    11111111    退職給付退職給付退職給付退職給付    
 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社の一部は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

いる。確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年８月 13 日に厚生労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けた。平成 16 年４月１日に厚生年金基金の代行部分の過去分支給義務返上の認可を受けると共に、加算部分につ

いては、確定給付企業年金基金へ移行し、キャッシュバランスプランを導入した。また、退職給付制度の金額算出方法を「給与比例

方式」から「勤続年数比例及びポイント方式」に改定した。さらに厚生年金基金の一部を終了し、平成 16 年６月に返還をした。平

成 16 年 10 月１日に適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金制度を導入した。 

 

２．退職給付債務に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

イ．退職給付債務 △２６，４５８  △２１，６８３  

ロ．年金資産 １９，４７１  １８，１３８  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △６，９８７  △３，５４５  

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 －  －  

ホ．未認識数理計算上の差異 ６，０３０  ５，１６６  

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △１９０  △８９３  

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △１，１４７  ７２８  

チ．前払年金費用 ２，４９６  ４，１７９  

リ．退職給付引当金（ト－チ） △３，６４３  △３，４５１  

 

 前連結会計年度 
（平成16年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

 （注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。  

（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用している。 

   

   

３．退職給付費用に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

イ．勤務費用 １，０１４ （注）1,2 ７９６ （注）1,2

ロ．利息費用 ７０１  ５５９  

ハ．期待運用収益 △２６５  △２７４  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 －  －  

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １，３２２  ７８８  

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △３７６  △８２８  

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ２，３９６  １，０４１  

チ．確定拠出年金制度への移行に伴う損益 －  △３２４ （注）３ 

リ．退職給付制度一部終了損益 －  ７８ （注）４ 

ヌ．計（ト＋チ＋リ） ２，３９６  ７９５  
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 前連結会計年度 
（平成16年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

 （注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してい

る。  

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してい

る。 

   

    ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ．勤務費用」に計上している。  

   ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ．勤務費用」に計上している。 

   

  ３．特別利益に計上している。 

   

  ４．特別損失に計上している。 

   

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 ２．５％ 

 

２．５％（期首時点の計算に適用し

た割引率２．８％）  

ハ．期待運用収益 ２．８％ ２．５％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 同左 

  

 

主として３年（発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法による。）  

ホ．数理計算上の差異の処理年数 同左 

  

  

  

  

 

主として 10 年（各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。）  

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ―――――― ―――――― 
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    12121212    生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況    

 

１．生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金 額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ９１，３３１ １．４ 

住宅・建設工事関連事業 １８，１８９ ２．６ 

合  計 １０９，５２０ １．６ 

（注） １．金額は販売価格によっている。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期完成工事高を表示している。 

 

２．受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前期比 受注残高 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ２，９６８ △１２．５ ４９６ １８．７ 

住宅・建設工事関連事業 ２１，５５３ １８．３ １３，１５８ １７．６ 

合  計 ２４，５２１ １３．５ １３，６５４ １７．７ 

（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

 

２．住宅・建設資材関連事業は計画生産を中心としており、一部受注生産を行っている工業用特殊合板の受注実績を表示して

いる。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期工事受注高及び工事受注残高を表示している。 

 

３．販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金 額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 １５１，９５０ △３．３ 

住宅・建設工事関連事業 ２６，８９８ △５．４ 

合  計 １７８，８４８ △３．６ 

（注） １．セグメント間の取引については相殺消去している。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

 


